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• 前期は「私立中学受験」についてやってた訳ですが。

• 夏休み中、関係各所を洗いなおした結果、やっぱり
日本の教育は私費負担の高さが一番問題だと思い
いたりました。

– 最近白紙に戻された（悲）文科省初等中等教育局の平成
22年度概算要求には、保護者の教育費負担（特に高校、
へき地の生徒）を軽減する目的の予算が3倍に増額。

– hamachanさんの新書にも影響され…（後述）

• で、つい最近（2006年度）義務教育費国庫負担率が
1/2から1/3になりました。
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はじめに…
―先生、お電話ありがとうございました―
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• いろいろありまして、

• 教育にしか使えなかった補助金が使途自由
になったら、地方はどんな行動をとるか？教
育はどうなるのか？

• に注目することにしました。

– 義務教育費国庫負担率が変わったのは、三位一体の改
革の一環なので、それと絡めつつ論じていきます。

– 先行研究は結構ありますが、ほぼ仮説の域を出ないもの
ばかりなので、その検証をすることが研究意義でもありま
す。
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はじめに…
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• ちなみに世界の動向としては、

– 教育は国が集権的に負担している傾向が強いです。

– あのアメリカも以前は州任せでしたが、ブッシュ（息子）政
権から国がナショナル・スタンダードを設けて、国全体で
教育をやっていこうとしているようです。

• 国が負担する教育費も増加傾向。

（つまり、私費負担は軽減傾向）
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はじめに…
―先生、お電話ありがとうございました―



• 日本はその真逆。

• 地方分権が進んでおり、教育費は削減の対象にさ
れています。

• しかもあまり批判されない。（特に地方分権）

• よって、「このままじゃ日本の将来危ないぞ！」という
注意喚起型論文になる予定です。
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はじめに…
―先生、お電話ありがとうございました―



☆Today’s Index☆

• 本論の構成

• 財政用語確認

• 「義務教育費国庫負担制度」とは？

• 「義務教育費国庫負担制度」の変遷

• 義務教育費国庫負担金を一般財源化すると、
何が起こるのか？

• おまけ：賃金体系の変化による教育格差仮説
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義務教育費国庫負担割合
1/2→1/3

政府（小泉政権）、地方六団体
VS文科省、教育界
で大バトル

三位一体の改革
→義務教育国庫負担制度の見直し

・地方自治体の財政逼迫

・自由度が増した分だけ、教育に向
けられる支出が少なくなる

・全国一律の義務教育が崩壊
・地方格差

教育の質低下

低下した分は私費で補う
家計ごとの教育格差

国全体の学力水準低下
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☆財政用語かくにん☆

• 国庫支出金
– 国が地方公共団体に対して、特定の事業を促進する目的
で資金の使途を指定して交付する国庫補助金・国庫負担
金・委託金等の総称。普通建設費、義務教育費、生活保
護費など、義務的事業の経費向け。

• 地方交付税
– 地方公共団体の財源不足や団体間の財政不均衡を是正
し、その事務を遂行できるよう国から地方公共団体へ交
付される資金。東京都と愛知県は受け取っていない。使
途は自由。
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☆財政用語かくにん☆

• 一般財源
– 地方財政においては、地方税（住民税、事業税、地方消
費税など）、地方交付税、地方譲与税（道路経費）、地方
特例交付金等を合計したもの。

• 三位一体の改革
– 小泉政権下の2002年より、国家財政立て直しのために打

ち出された政策。地方が自らの創意工夫と責任で政策を
決め、自由に使える財源を増やし、自立できるようにする
ことが目的。“三位”とは、「国庫補助金の改革（廃止・縮
減）」「地方交付税の改革（縮小）」「税源配分の見直し」の
こと。
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「義務教育費国庫負担制度」とは？

• すべての国民が、全国どの地域においても無償で
一定水準の義務教育を受けられるようにするため、
義務教育の大半を占める公立の義務教育諸学校
の教職員給与費について、国と都道府県の負担に
よりその全額を保障する制度。

– 要するに、教育の機会均等と義務教育水準の維持向上
が目的。

• 平成17年度までは、国の負担割合は1/2

• 教職員給与は、法律（通称「人材確保法」）によって、
他の一般公務員よりも優遇されている。
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• 1953年「義務教育国庫負担法」施行

– はじめは教職員給与と教材費のみ

– その後、恩給費、共済費などが段階的に拡充される。

• が、1985年から一転してスリム化する方向へ。

※「義務教育費国庫負担法」で決められている以外にも、教科
書や就学援助、私学助成は国庫負担
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「義務教育費国庫負担制度」の変遷



• そこに登場したのが「三位一体の改革」in2002！

– 2006年度までに、国庫補助負担金を数兆円削減すること
が目標。

– その中で、義務教育費の国庫負担分は「一般財源化」が
検討されることに。（発端は同年の地方分権改革推進会
議）

– 義務教育費削減に賛成していたのは、内閣、総務省、地
方六団体（全国知事会、全国都道府県議会議長会、全国
市長会、全国町村会、全国町村議会議長会）

– それに文科省はじめ教育関係者が猛反対！

→大バトル勃発
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「義務教育費国庫負担制度」の変遷



• 約1年間、文科省中央教育審議会の主な議
題は「義務教育の在り方について」

–文科省・教育関係者サイドは全力を挙げて「義務
教育費国庫負担率1/2の維持」を主張。

• 2006年、最終的に国庫負担率を1/3にするこ
とで決着。

→教育費における一般財源の範囲が拡大
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「義務教育費国庫負担制度」の変遷



• 義務教育にしか使えなかったお金が、自由に
使えるようになる。

→教育へお金をまわさなくなる

→証拠物件①a,b
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義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



（出所）「地方財政白書」より
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証拠物件①a
地方教育費の低下
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（出所）「地方財政白書」より
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証拠物件①b
地方教育費の低下
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• 教育へお金をまわさなくなる

→義務教育費が都道府県の財政力に比例する
ようになる。

→地方の財政力による格差

→証拠物件②
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義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



（出所）「地方教育費調査」より筆者作成

※北海道は外れ値として除外している 19

証拠物件②
地方の財政力による教育費格差
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• 教育へお金をまわさなくなる

→教育水準の全体的低下

→証拠物件 捜索中

（非常勤講師数の推移や教職員給与には、あ
まり効果的なデータはなかった）

20

義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



• 義務教育水準の全体的低下

→子どもの教育を私費で補うようになる

→証拠物件③a,b,c
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義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



（出所）「平成18年子どもの学習費調査」より
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証拠物件③a
子どもの教育を私費で補う
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（出所）「平成18年子どもの学習費調査」より
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証拠物件③b
子どもの教育を私費で補う

410,000

420,000

430,000

440,000

450,000

460,000

470,000

480,000

平成６年度 ８年度 10年度 12年度 14年度 16年度 18年度

学習費総額の推移（公立中学校）



（出所）「平成18年子どもの学習費調査」より
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証拠物件③c
子どもの教育を私費で補う
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• 子どもの教育を私費で補うようになる

→家計の経済力によって、教育格差が生じる

→証拠物件④a,b
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義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



（出所）「平成18年子どもの学習費調査」より
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証拠物件④a
家計の経済力による教育格差
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（出所）「平成18年子どもの学習費調査」より
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証拠物件④b
家計の経済力による教育格差
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• 家計の経済力によって、教育格差が生じる

→貧しい家庭の子どもは、十全な教育が受けら
れず、それなりの労働しかできなくなる

→低賃金労働者になる

→さらにその子どもも同様

→階層固定化＋国全体の学力水準低下

→国全体の経済力が減退

→証拠物件 捜索中
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義務教育費国庫負担金を一般財源
化すると、何が起こるのか？



• hamachanさんの新書『新しい労働社会―雇
用システムの再構築へ』より。
– 教育費の私費負担が高くてもこれまで問題が表面化しな
かったのは、年功賃金制であったため。

– 教育費は子どもの年齢が高くなるほど高くなるが、年功賃
金制の下では労働者の勤続年数（すなわち年齢）とともに
賃金が上がるため、私費負担が高くてもカバーできた。

– つまり、企業が家庭の教育費を負担してきたといっても過
言ではない。

– 政府はその分教育費が浮くので安上がり。
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おまけ
―賃金体系の変化による教育格差仮説―



• hamachanさんの新書『新しい労働社会―雇
用システムの再構築へ』より。
– ところが、近年賃金体系が能力主義になり、そのバランス
が崩れてしまった。

– 同じく能力主義の欧州においては、教育費は児童手当な
どの社会保障でまかなっているため、今後日本も社会全
体で教育を支える仕組みが必要になる。
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• ちなみに（高等教育の意義について）

– 年功賃金制の下では職業訓練も企業内で行われたため
、高等教育の内容はそれほど重要でもなく、教育は消費
財化していた。

– が、能力主義の下では高等教育が職業訓練的である（濱
口（2009）曰く「職業レリバレンス的性格が強い」）必要が
あるため、教育は投資財化する。

– 労働市場で付けられる自分の価値を高くするためには、
自ら学ぶ力（苅谷（2008）曰く「学習資本」）が重要になる。

– すると親の教育に対する意識や情報収集力の影響が大
きくなるため、ここでも教育格差が生じる。
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おまけ
―賃金体系の変化による教育格差仮説―



義務教育費国庫負担割合
1/2→1/3

政府（小泉政権）、地方六団体
VS文科省、教育界
で大バトル

三位一体の改革
→義務教育国庫負担制度の見直し

・地方自治体の財政逼迫

・自由度が増した分だけ、教育に向
けられる支出が少なくなる

・全国一律の義務教育が崩壊
・地方ごとの教育格差

教育の質低下

低下した分は私費で補う

家計ごとの教育格差

国全体の学力水準低下
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賃金体系の変化
（年功賃金→能力主義）
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